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（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで） 

 

 
 

 

 

 
 
 
 
 

チタン工業株式会社 

上記事項につきましては、法令及び当社定款第１４条第２項の規定に基づ

き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載して

おりません。 

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株

主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を

一律でお送りいたします。 
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

を確保するための体制並びにその運用状況の概要 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 取締役及び使用人のコンプライアンスの徹底を図るため、コンプライアンス規則及びコン

プライアンス行動指針を制定し、全社を統括するコンプライアンス委員会において、コンプ

ライアンスの遵守状況を管理する。また、内部監査室が定期的にコンプライアンスに関する

内部監査を実施し、その結果を社長執行役員及び監査等委員会へ適宜報告する。さらに、法

令上疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段として内部通報窓口を設置

する。 

 

（運用状況） 

 コンプライアンス規則及びコンプライアンス行動指針を制定し、全社を統括するコンプラ

イアンス委員会を毎年４月に開催し、コンプライアンスの遵守状況を管理しております。ま

た、内部監査室が年１回、コンプライアンスに関する内部監査を実施し、その結果を社長執

行役員及び監査等委員会へ適宜報告しております。さらに、法令上疑義のある行為等につい

て使用人が直接情報提供を行う手段として内部通報窓口を設置しております。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規則に従い適切に文書で保存及び管

理を行う。 

 

（運用状況） 

 取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規則に従い適切に文書で保存及び管

理を行っております。 

 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 リスク管理に関する体制を整備するため、リスク管理規則を制定し、全社を統括するリス

ク管理委員会において、リスク管理に関する施策を立案、推進する。また、不測の事態が発

生した場合は、対策本部を設置し、迅速かつ適切な対応を行い、損害の拡大を防止する。 

 

（運用状況） 

 リスク管理規則を制定し、全社を統括するリスク管理委員会を毎年４月に開催し、リスク

管理に関する施策を立案、推進しております。また、不測の事態が発生した場合は、対策本

部を設置し、迅速かつ適切な対応を行い、損害の拡大を防止しております。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定及び取締役の業務執行状況の監督等を

行うとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速な意思決定を行う。また、取締役

会において中期経営計画及び年度予算を策定し、各取締役の担当職務を明確にし、職務執行

の効率化を図る。 

 

（運用状況） 

 定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定及び取締役の業務執行状況の監督等を

行うとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速な意思決定を行っております。ま

た、取締役会において中期経営計画及び年度予算を策定し、各取締役の担当職務を明確にし、

職務執行の効率化を図っております。 
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(5) 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 関係会社管理規則を制定し、子会社の独立性・自主性を維持しつつ、事業活動等の定期的

な報告に加え、重要案件については事前協議を行う。また、当社取締役または使用人等を子

会社の役員として派遣し、子会社の運営を監視・監督及び監査して業務の適正を確保すると

ともに、当社の監査等委員会及び内部監査室が連携して、子会社の業務執行状況を監査する。 

 

（運用状況） 

 関係会社管理規則を制定し、子会社の独立性・自主性を維持しつつ、事業活動等の定期的

な報告に加え、重要案件については事前協議を行っております。また、当社取締役または使

用人等を子会社の役員として派遣し、子会社の運営を監視・監督及び監査して業務の適正を

確保するとともに、当社の監査等委員会及び内部監査室が連携して、子会社の業務執行状況

を監査しております。 

 

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項 

 監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会事務局を設置し、内部監査室との兼務

使用人１名以上を配置する。 

 

（運用状況） 

 監査等委員会事務局を設置し、内部監査室との兼務使用人２名を配置しております。 

 

(7) (6) の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に

対する指示の実効性の確保に関する事項 

 監査等委員会事務局の使用人は監査等委員会から直接指示命令を受け、監査等委員会に直

接報告できる。また、監査等委員会事務局の使用人に関する人事異動については、監査等委

員会の事前の同意を得る。 

 

（運用状況） 

 監査等委員会事務局の使用人は監査等委員会から直接指示命令を受け、監査等委員会に直

接報告しております。また、監査等委員会事務局の使用人に関する人事異動については、監

査等委員会の事前の同意を得ております。 

 

(8) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための

体制その他の監査等委員会への報告に関する体制 

 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は監査等委員会に対して、以下の報

告を行う。 

① 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちにその事実 

② 取締役及び使用人が法令もしくは定款に違反する行為をし、またはこれらの行為をする

おそれがあると考えられるときは、その旨 

③ 監査等委員会が報告を求めた事項、その他監査上有用と判断される事項 

 

（運用状況） 

 当事業年度は、(8) ①から③に該当する事項はありませんでした。 

 

(9) 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制 

 監査等委員会へ情報提供を行ったことを理由として、不利益な取扱いをすることを禁止す

るとともに、情報提供者の職場環境が悪化することがないように適切な措置を講じる。 
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（運用状況） 

 社内規則で、監査等委員会へ情報提供を行ったことを理由として、不利益な取扱いをする

ことを禁止する旨の規定を定めております。なお、当事業年度は、監査等委員会への情報提

供はありませんでした。 

 

(10) 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他

の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用等の請求の手続きを定め、監査

等委員である取締役から前払または償還等の請求があった場合には、当該請求に係る費用が

監査等委員である取締役の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、所定

の手続きに従い、これに応じる。 

 

（運用状況） 

 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用等の請求の手続きを定め、監査

等委員である取締役からの請求に基づいて、所定の手続きに従い、これに応じております。 

 

(11) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査等委員会と代表取締役との間で定期的な意見交換会を開催する。また、監査等委員会

からの要請に応じ、監査等委員会と会計監査人及び内部監査室との間で連絡会を開催する。 

 

（運用状況） 

 監査等委員会と代表取締役との間で毎年５月及び 11 月に意見交換会を開催しております。

また、監査等委員会からの要請に応じ、監査等委員会と会計監査人及び内部監査室との間で

連絡会を開催しております。 

 

(12) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

 金融商品取引法その他の関係法令等に基づき、有効かつ適切な内部統制の整備及び運用体

制を構築するとともに、当該体制が適正に機能していることを継続的に評価し、必要な是正

措置を行う。 

 

（運用状況） 

 金融商品取引法その他の関係法令等に基づき、有効かつ適切な内部統制の整備及び運用体

制を構築するとともに、内部監査室が、当該体制が適正に機能していることを年１回評価し、

必要な是正措置を行っております。 

 

(13) 反社会的勢力排除に向けた体制 

 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関わりを持たず、

不当な要求に対しては、警察等の外部専門機関と連携し、毅然とした姿勢で対応するととも

に、反社会的勢力及び団体排除に向けて組織的に取り組む。 

 

（運用状況） 

反社会的勢力及び団体とは一切の関わりを持たず、不当な要求に対しては、警察等の外部

専門機関と連携し、毅然とした姿勢で対応するとともに、反社会的勢力及び団体排除に向け

て組織的に取り組んでおります。 
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連 結 注 記 表 

 

[連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等] 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  ２社 

      連結子会社の名称  

株式会社ＴＢＭ 

      ＴＫサービス株式会社 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数  １社 

     関連会社の名称 

山東三盛鈦工業有限公司 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

    すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

 

②棚卸資産 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物        ３～47 年 

機械装置      ４～12 年 

 

②無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 

(3) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

 

(4) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

②賞与引当金 

従業員の臨時給与の支給に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。 
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③事業構造改善引当金 

事業再構築計画の実行に伴い発生することが見込まれる費用に備えるため、その合理的な見

込額を計上しております。 

 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社は、主に酸化チタン及び酸化鉄関連製品の製造及び販売を行っており、

約束した財又はサービスの支配を顧客に引き渡した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、「収益認識に関する会計基準の適

用指針」第 98 項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出

荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合

には、出荷時に収益を認識しております。 

  

(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 

 

数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。 

 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産

の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

 

 

[会計上の見積りに関する注記] 

棚卸資産の評価 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額    5,542 百万円 

 

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報 
当社グループは、棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定しており、期末における正味売却価額が取得原価よりも下回っている場合には、当該
正味売却価額をもって連結貸借対照表価額としております。当社グループが取り扱う棚卸資
産は、長期にわたって品質面での影響を受けないことから、長期間の保管が可能となり、直
近での正味売却価額を把握することが困難な場合があります。このように、期末における正
味売却価額の見積りには困難が伴う場合があり、経営者による判断が翌連結会計年度の連結
計算書類に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

[連結貸借対照表に関する注記] 

１．担保資産及び担保付債務 

    担保資産 

               建物及び構築物          1,521 百万円 

                              機械装置及び運搬具     2,090 百万円 

                              土      地               5 百万円 

               そ  の  他              4 百万円 

                                    計                 3,621 百万円 

    担保付債務  

               短 期 借 入 金      2,100 百万円 

               １年内返済予定の長期借入金      330 百万円 

                              長 期 借 入 金           1,500 百万円 

                                    計                 3,930 百万円 
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２．有形固定資産の減価償却累計額           31,425 百万円 

 

３．電子記録債権割引高                1,129 百万円 

 

４．財務制限条項 
   2021 年４月 30 日付で、当社は、設備資金に充当するため、株式会社山口銀行、株式会社三菱Ｕ

ＦＪ銀行他４金融機関とシンジケートローン契約を締結しております。 
   本契約には以下のとおり財務制限条項が付されており、いずれかの条件に抵触した場合、当社

は借入先からの通知により、期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っておりま
す。 
① 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期  

の直前の決算期の末日又は 2020 年３月に終了する決算期の末日における連結の貸借対照表
における純資産の部の金額のいずれか大きい方の 75％の金額以上にそれぞれ維持する。 

② 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常損益に関して、２期連続して経常損失を計
上しない。 
初回判定：2023 年３月終了の決算期（初回判定対象：2022 年３月終了の決算期及び 2023 年
３月終了の決算期） 

   なお、この契約に基づく借入残高は、次のとおりであります。 

  
当連結会計年度 

（2023 年３月 31 日) 

１年内返済予定の長期借入金 
 

333 百万円 
長期借入金 

 
2,416 百万円 

 

 

[連結株主資本等変動計算書に関する注記] 

１．当連結会計年度末における発行済株式数（自己株式を含む）     3,027,626 株 

２．当連結会計年度末における自己株式数                   65,272 株 

３．剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

1 株当たり 

配当額(円) 
基 準 日 効力発生日 

2022 年６月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 53 18 2022 年３月 31 日 2022 年６月 30 日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

2023 年６月 29 日開催予定の第 125 回定時株主総会において､次のとおり付議いたします。 

普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額     59 百万円 

・配当の原資      利益剰余金 

・１株当たりの配当金  20 円 

・基準日        2023 年３月 31 日 

・効力発生日      2023 年６月 30 日 

 

 

[金融商品に関する注記] 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しており

ます。一時的な余資は預金等で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達して

おります。投機的な取引は行わない方針であります。なお、デリバティブは実需の範囲で行

うこととしております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。これらは、与信管理を推進することでリスク低減を図っております。また、投資有価証

券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 
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営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期

日であります。借入金は、運転資金（主として短期）及び設備資金（長期）に係る資金調達

を目的としたものであり、償還日は最長でも決算日後10年未満であります。金利については、

変動リスクに晒されていますが、短期間で市場金利を反映させる方法によっております。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社グループは、営業債権及び貸付金について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリン

グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。 

デリバティブ取引の利用にあたっては、信用度の高い国内銀行とのみ取引を行っております。 

当連結会計年度の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産

の連結貸借対照表価額により表されています。 

 

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

当社グループは、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企

業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社グループは、各部署からの報告に基づき経営企画部が適時に資金繰計画を作成・更新す

るとともに、流動性リスクを管理しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおり

であります。 

           （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券 (*2) 550 550 － 

資産計 550 550 － 

長期借入金 (*3) 4,264 4,247 △16 

負債計 4,264 4,247 △16 

(*1) 「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、「短期

借入金」は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。 

(*2) 市場価格がない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のと

おりであります。 

                                                                        （単位：百万円） 

区分 当連結会計年度 

非上場株式 20 

関係会社株式 373 

(*3) １年内返済予定の長期借入金（連結貸借対照表計上額552百万円）は、「長期借入金」に含めて表示しております。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価 
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レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分

類しております。 

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

 その他有価証券 

      株式 

 

550 

 

－ 

 

－ 

 

550 

資産計 550 － － 550 

 

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金（１年内返済予定の

長期借入金を含む） 
－ 4,247 － 4,247 

負債計 － 4,247 － 4,247 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１

の時価に分類しております。 

 

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む） 

これらの時価のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しているため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を、同様の新規取引を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

 

[収益認識に関する注記] 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

                 （単位：百万円） 

  
報告セグメント 

その他 合計 
酸化チタン関連事業 酸化鉄関連事業 計 

日本 4,537          2,097 6,634 56 6,691 

アジア 509 344 854 － 854 

北米、中南米 226 160 387 －       387 

ヨーロッパ 59 69 128 － 128 

その他 5 3 8 －           8 

顧客との契約から生じる

収益 
5,338 2,674 8,013           56     8,070 

その他の収益 － － － －  － 

外部顧客への売上高 5,338 2,674 8,013           56      8,070 
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項 (5) 重要な収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。 

  

３．当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込ま

れる収益の金額及び時期に関する情報 

(1) 契約残高 

顧客との契約から生じた債権の残高は以下のとおりであります。 

  （単位：百万円） 

  当連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 

 受取手形及び売掛金 

 電子記録債権 

 

1,529 

798 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 

 受取手形及び売掛金 

 電子記録債権 

 

1,463 

439 

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格 

当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧

客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

 

[１株当たり情報に関する注記] 

１株当たり純資産額                            2,254 円 19 銭 

１株当たり当期純利益                                109 円 05 銭 

 

 

[その他の注記]  

１．減損損失 

当社グループは以下の資産グループにおいて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円） 

山口県宇部市 酸化チタン関連事業設備 建物、機械及び装置 52 

当社グループは、原則として、事業用資産については管理会計上の区分等を基準としてグルー

ピングを行っており、遊休資産については個別グルーピングを行っております。 

当連結会計年度において、将来の使用が見込まれていない酸化チタン関連事業設備については、

収益性が著しく下落した資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しました。 

なお、回収可能価額は使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローが見込まれないため、

帳簿価額を備忘価額まで減額しております。 

 
２．事業構造改善費用 

事業構造改善費用の内容は、遊休設備撤去工事 35 百万円であります。 



10 

個 別 注 記 表 

 

[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物            ３～47 年 

機械及び装置     ４～12 年 

  

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員の臨時給与の支給に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 

(3) 事業構造改善引当金 

事業再構築計画の実行に伴い発生することが見込まれる費用に備えるため、その合理的な見

込額を計上しております。 

 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。 
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②数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

 

５．重要な収益及び費用の計上基準 

当社は、主に酸化チタン及び酸化鉄関連製品の製造及び販売を行っており、約束した財又は

サービスの支配を顧客に引き渡した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま

れる金額で収益を認識しております。なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第 98

項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該

商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時

に収益を認識しております。 

 

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結

計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 
 
 

[会計上の見積りに関する注記] 

棚卸資産の評価 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額        5,179 百万円 

 

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報 

連結注記表[会計上の見積りに関する注記]に同一の内容を記載しておりますので、注記を省

略しております。 

 

 

[貸借対照表に関する注記] 

１．担保資産及び担保付債務 

    担保資産 

               建    物            1,399 百万円 

               構  築  物              121 百万円 

                              機械及び装置           2,090 百万円 

               工具､器具及び備品            4 百万円 

                              土    地                 5 百万円 

                                   計                  3,621 百万円 

    担保付債務 

               短期借入金        2,100 百万円 

               １年内返済予定の長期借入金      330 百万円 

                              長期借入金              1,500 百万円 

                                   計                  3,930 百万円 

 

 ２．有形固定資産の減価償却累計額           28,906 百万円 

 

３．電子記録債権割引高                1,129 百万円 

 

４．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く） 

    短期金銭債権                                     74 百万円 

    短期金銭債務                                    11 百万円 
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５．財務制限条項 

   2021 年４月 30 日付で、当社は、設備資金に充当するため、株式会社山口銀行、株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行他４金融機関とシンジケートローン契約を締結しております。 

   本契約には以下のとおり財務制限条項が付されており、いずれかの条件に抵触した場合、当社
は借入先からの通知により、期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っておりま
す。 
① 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期  

の直前の決算期の末日又は 2020 年３月に終了する決算期の末日における連結の貸借対照表
における純資産の部の金額のいずれか大きい方の 75％の金額以上にそれぞれ維持する。 

② 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常損益に関して、２期連続して経常損失を計
上しない。 
初回判定：2023 年３月終了の決算期（初回判定対象：2022 年３月終了の決算期及び 2023 年
３月終了の決算期） 

   なお、この契約に基づく借入残高は、次のとおりであります。 

    
当事業年度 

（2023 年３月 31 日) 

１年内返済予定の長期借入金 
 

333 百万円 
長期借入金 

 
2,416 百万円 

 

 

[損益計算書に関する注記] 

１．関係会社に係る取引 

   営業取引高           売  上  高              570 百万円 

仕  入  高             112 百万円 

   営業外取引高         営 業 外 損 益          12 百万円 

 

 

[株主資本等変動計算書に関する注記] 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式  65,272 株 
 
 
[税効果会計に関する注記] 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

      賞与引当金超過額                  48 百万円 

     退職給付引当金超過額                           157 百万円 

     減価償却及び減損損失超過額                      13 百万円 

     繰越欠損金                                      27 百万円 

     その他                                         115 百万円 

    繰延税金資産小計                                 360 百万円 

評価性引当額                    △80 百万円 

繰延税金資産合計                                280 百万円 
 

    繰延税金負債 

     その他有価証券評価差額金                       146 百万円 

    繰延税金負債合計                                 146 百万円 
 

    繰延税金資産の純額                               133 百万円 
 
 

[関連当事者との取引に関する注記] 

該当事項はありません。 

 

 

[収益認識に関する注記] 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表[収益認識に関する注

記]に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。 
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[１株当たり情報に関する注記] 

１株当たり純資産額                          2,192 円 39 銭 

１株当たり当期純利益                             102 円 59 銭 

 

 

 


